
鹿 児 島 県 資 源 管 理 指 針

平成２３年３月３０日策定
平成２７年２月２４日変更

第１ 鹿児島県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方

１ 漁業概観

（１）漁場環境
鹿児島県は，九州の南端に位置し，全国第３位の長い海岸線と南北約６００ｋｍにわたる亜

熱帯から温帯に至る海域を有しており，九州本土に属する薩摩，大隅両半島及び甑島，宇治群
島，黒島，竹島，硫黄島，種子島，屋久島，トカラ列島，奄美群島等の多くの島嶼からなって
いる。これらの周辺海域においては，黒潮や対馬暖流の影響等を受け海洋生物資源の種類が豊
富なほか，イワシ類やブリ類の産卵場が形成されるなど，本県海域は，水産資源上，重要な海
域となっている。
また，夏季から秋季にかけては，南太平洋上に発生する台風が北上する通路に当たるため，

漁港，漁船や漁具の被害が毎年のように発生している。このほか，冬季の季節風は，漁船漁業
の操業に支障を与えている。

（２）水産資源及び漁業の状況

① 北薩・甑島地域（八代海～旧川内市周辺海域・甑島周辺海域）
八代海，阿久根市や薩摩川内市の沖には遠浅の海域が多く，マダイ・ヒラメ・クルマエビ等

を対象としたごち網・さし網・一本釣漁業をはじめ，マアジ・サバ類・イワシ類を対象とした
まき網・棒受網漁業が営まれているほか，シラス（カタクチイワシの稚仔魚）を対象とした機
船船びき網（バッチ網）漁業，長島ではトサカノリ，阿久根ではウニ等の採介藻漁業も営まれ
ている。長島周辺では，ブリ等の魚類養殖業や真珠養殖業のほか，ヒトエグサ・アサクサノリ
の海藻養殖業も盛んである。
甑島では，対馬暖流と沿岸水が混合して，好漁場が形成され，ブリ・マアジ等を対象とした

定置網漁業をはじめ。キビナゴやバショウカジキの流網や一本釣漁業等のほか，周辺の深海域
では，ヒゲナガエビを対象とした小型機船底びき網漁業が営まれている。また，沿岸では，ク
ロアワビ等を対象にした採介藻漁業が営まれている。

② 西薩・南薩地域（いちき串木野市～南さつま市～旧開聞町周辺海域）
西薩海域では，比較的遠浅で瀬礁が少ないことから魚礁を漁場として利用するごち網漁業を

はじめ，ヒラメ・マゴチ等を対象としたさし網・一本釣・はえなわ漁業のほか，バショウカジ
キやサワラを対象とした流網漁業やシラスを対象としたバッチ網漁業が営まれている。また，
いちき串木野市は，遠洋まぐろはえなわ漁業の基地となっている。
南薩海域では，定置網漁業のほか，磯建網（固定式さし網）漁業やキビナゴ流網漁業，ブリ

飼付漁業，カツオ・キハダ・ヨコワ等のひきなわ漁業，トサカノリの採藻漁業等が営まれてい
る。沖合では，アジ類・サバ類・イワシ類を対象としたまき網漁業が営まれているほか，水深
４００ｍ前後の海域では，ヒゲナガエビを対象とした小型機船底びき網漁業が営まれている。
また，枕崎市では，沿岸･沖合域での漁業に加え遠洋かつお一本釣漁業が営まれ，県内一の水
揚地となっている。

③ 鹿児島湾地域（旧山川町～旧佐多町周辺海域）
鹿児島湾は，最深部で200ｍ以上の水深を有する内湾で，マダイ・マアジ等を対象とした

一本釣・はえなわ漁業をはじめ，ナミクダヒゲエビや底魚等を対象とした小型機船底びき網漁
業やキビナゴやバショウカジキの流網，小型定置網漁業のほか，かつお一本釣の活餌に用いる
カタクチイワシを対象とした小型まき網漁業等が営まれている。また，静穏な海域特性を生か
し，湾内各地でカンパチ・ブリ等の魚類養殖業が盛んである。

1



④ 大隅地域（旧志布志町～旧内之浦町～旧佐多町周辺海域）
この地域は，沖合水と沿岸水が混合し，マアジ・サバ類・イワシ類を対象としたまき網漁業，

定置網漁業をはじめ，エビ類・コウイカ・ハモ・ヒラメ・底魚等を対象とした小型機船底びき
網漁業，志布志湾では，シラスを対象としたバッチ網漁業等が営まれている。岩礁域では，イ
セエビ等を対象とした磯建網漁業やトサカノリ等の採介藻漁業が営まれているほか，内之浦湾
や高山地区では，ブリ・カンパチ等の魚類養殖業が営まれている。

⑤ 熊毛・三島・十島地域（熊毛・薩南海域～トカラ周辺海域）
この地域は，外海に面した多くの離島からなり，島嶼の周囲は岩礁地帯や天然の瀬礁に恵ま

れ，また，黒潮の影響で回遊性魚類も多いため，近海に好漁場が形成されている。主な漁業と
して，アオダイ・ウメイロ・ハマダイ・メダイ等の瀬物類やサバ類・アジ類・カツオ類・マグ
ロ類・カンパチ・タイ類，アオリイカ等を対象とした一本釣漁業・ひきなわ漁業をはじめ，ロ
ープびきとび魚浮敷網漁業やキビナゴ流網漁業，イセエビ・アサヒガニ等を対象とした網漁業
のほか，地域特産種であるトコブシ漁業などが営まれている。

⑥ 奄美海域（奄美群島周辺海域）
この地域は，島の周囲を珊瑚礁に囲まれた島々が南北に連なり，その西側沖合を黒潮が流れ，

その影響で回遊性魚類も多く，近海に好漁場が形成されている。主な漁業として，カツオ・マ
グロ類やカマスサワラ等の回遊性魚類を対象とした一本釣漁業・ひきなわ漁業をはじめ，アオ
ダイ・ハマダイ・キンメダイ・ムツ・メダイ・カンパチ・ハタ類等の瀬物類，スジアラやソデ
イカを対象とした一本釣漁業が営まれている。
一方，沿岸域では，イセエビ類，ブダイ類，ヤコウガイ等を対象とした素潜漁業，スズメダ

イ類等を対象とした追込網漁業，さし網漁業等が営まれている。近年は，沖合に設置された浮
魚礁でのカツオ・マグロ類やソデイカを対象とした一本釣漁業・ひきなわ漁業が盛んである。
また，温暖で静穏な海域特性を有する大島海峡等では，カンパチ・クロマグロ等の魚類養殖業
や真珠養殖業が営まれているほか，クルマエビ養殖業や，モズクやヒトエグサの海藻養殖業も
営まれている。

（３）生産量の状況
本県の海面漁業・養殖業生産量は，平成６年以降マイワシ資源減少の影響等により減少傾向

にあるが，近年は１５万トン前後で推移し，平成２４年は約１４万５千トンとなっている。
このうち，沿岸・沖合漁業については，５万９千トンで，海面漁業生産量の６８％を占めて

おり，なかでも，まき網漁業・機船船びき網漁業・大型定置網漁業の３漁業種で全体の約４３
パーセントを占めている。
また，魚種別では，カツオ･マグロ･カジキ類，アジ･サバ･イワシ類の漁獲量が約７６パーセ

ントを占めており，これらの魚種を対象としたかつお節をはじめとする水産加工業が県下各地
で行われており，漁業は本県経済にとって重要な役割を果たしている。
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図１ 海面漁業・養殖業の生産量及び生産構成の推移

（農林水産統計，１９年以降の内訳は統計より推計）
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図２ 海面漁業主要漁業種類別生産量の推移
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図４ 海面漁業主要魚種別生産量の推移
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図6 漁場概要図
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２ 資源管理の実態
本県では，古くから地先の定着性資源（アワビ，イセエビ等）を対象に，漁協等による自主

的な禁漁期の設定や漁獲サイズ規制などの資源管理が行われるとともに，国・県・漁協等が連
携して行うマダイやヒラメ等の人工種苗放流を通じ水産資源の維持・増大に積極的に取り組ん
できた。平成元年度には，資源管理型漁業推進総合対策事業を導入し，本格的にマダイやヒラ
メの資源管理に向けた取組が開始され，市場価値の低い若齢魚の漁獲を防止するための漁獲サ
イズ規制（体長制限）や，ヒラメについては小型魚の混獲を防止するための漁具規制（網目制
限）等にも取り組んできた。
平成３年度以降は，キビナゴ，トコブシ，イセエビなど地域における重要資源の資源管理に

取り組み，漁具の網目制限や禁漁区・休漁日の設定等を行い，県下各地域において漁業者自ら
行う資源管理型漁業を推進してきた。
さらに平成９年からはＴＡＣ制度（漁獲可能量制度）によりマアジ・サバ類・マイワシを対

象とした漁獲量管理，平成１７年からは資源回復計画制度により策定された｢南西諸島海域マチ
類資源回復計画」及び平成２１年度からの「南西諸島海域マチ類広域資源管理方針」に基づく
マチ類保護区の設定等の資源管理，また，平成２０年度からは「日本海西部・九州西海域マア
ジ（マサバ・マイワシ）資源回復計画」及び平成２４年度からの「日本海西部・九州西海域マ
アジ（マサバ・マイワシ）広域資源管理方針」に基づくまき網漁業の休漁期間の設定等の漁獲
努力量削減に取り組み，本県漁業者が将来にわたって持続的な漁業を営めるよう資源の回復を
図ってきたところである。

３ 資源管理の方向性
水産資源の維持・回復を図るため，本県では，県漁業調整規則等で規定されている採捕禁止

期間や体長制限等の公的資源管理措置の遵守を徹底するとともに，ＴＡＣ制度や資源管理方針
に基づく取組を含め，本指針に基づき漁業者による自主的な資源管理の取組をさらに促進する
こととする。
また，引き続きマダイ･ヒラメ等有用魚介類の種苗放流を推進するほか，水産動植物の増殖に

資するため，沿岸域における藻場の造成等を促進することとする。
なお，本指針における公的管理措置とは，漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行使規則

及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが，公的管理措置であっても
従来自主的に実施されていた資源管理の取組であって，水産基本計画（平成１４年３月閣議決
定）に基づく取組の開始された平成14年度以降にこれら公的管理措置に移行したものについて
は，本指針においては，自主的取組とみなし，取り扱うものとする。
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第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向

【魚種別資源管理】

１ マダイ

（１）資源及び漁獲の状況
本県における平成２４年のマダイの漁獲量は６６０トンで，近年やや増加傾向となっている

が，その約７０％が東シナ海区で漁獲されている。国の資源評価結果（平成２６年度）による
と，本県が属する日本海西・東シナ海系群の資源水準は低位，資源動向は減少となっている。
マダイは，鹿児島県の沿岸漁業において最も重要な漁業資源の一つであり，一本釣，ごち網，

さし網，はえなわで漁獲されており，昭和５５年からはマダイ人工種苗の放流が積極的に行わ
れ，マダイ資源の維持・培養が図られてきた。特に鹿児島湾においては，これまで３０年以上
にわたって大規模な人工種苗の放流が行われてきている。
県全体のマダイ漁獲量は，昭和６３年は３７４トンであったが，放流尾数の増加とともに平

成８年には約６７０トンとなった。その後減少に転じ，平成１４年に３４２トンまで落ち込ん
だが，以降は増加傾向にある。

（２）資源管理目標
マダイ漁獲量は，近年，５００～６００トン台で推移していることから，現状維持を基本方

向として管理する。

（３）資源管理措置
マダイ資源については，国の資源評価では，低位，減少とされているが，本県では，近年，

漁獲量が増加傾向にある。今後ともこの状況を維持するため，関係漁業種（ごち網漁業，一本
釣漁業，はえなわ漁業）においては公的資源管理措置を遵守するほか，これまで県下で実施し
てきた体長制限，種苗放流による積極的な資源の維持・増大に努める必要がある。
なお，関係漁業種（ごち網漁業，一本釣漁業，はえなわ漁業）については，漁業実態や漁法

の特性から特定魚種に限定した資源管理は困難であるため，漁業種類別資源管理として包括的
に資源管理に取り組む必要があり，その具体的な取組については，後述の内容に従うものとす
る。

（参　考）

・マダイ人工種苗放流実績 単位：万尾

年 55 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

放流尾数 70 136 188 196 214 235 213 216 200 270 275 231 173 140 111 125 147 150 109 128 110 101 153 99 102 97

・マダイの採捕に係る海区漁業調整委員会指示　　　　　　　　
      鹿児島海区：全長１３センチメートル以下のマダイ採捕禁止
      熊毛海区：全長１３センチメートル以下のマダイ採捕禁止
      奄美大島海区：全長１５センチメートル以下のマダイ採捕禁止

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

漁
獲
量
（
ト
ン
）

年

図７ マダイ漁獲量の推移(農林水産統計)
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２ ヒラメ

（１）資源及び漁獲の状況
本県における平成２４年のヒラメの漁獲量は７２トンで，近年横ばいとなっているが，その

約５６％にあたる４０トンが東シナ海区で漁獲されている。国の資源評価結果（平成２６年度）
によると，本県が属する日本海西部・東シナ海系群の資源水準は中位，資源動向は減少傾向と
なっている。
ヒラメは，沿岸漁業における高価で重要な魚種として位置づけられ，主にさし網のほか一本

釣で漁獲されており，昭和５９年からは人工種苗の放流を実施して，ヒラメ資源の維持・培養
を図ってきている。
昭和６３年の漁獲量は，９５トンであったが，放流尾数の増加とともに平成９年には１４７

トンとなった。その後減少に転じ，平成１２年以降は概ね６０～８０トンで推移している。

（２）資源管理目標
県全体の漁獲量は近年７０トン前後で低迷しており，漁獲量の維持・増大を基本方向として

管理する。

（３）資源管理措置
＜ヒラメさし網漁業＞
ヒラメ資源は，国の資源評価によると減少傾向の評価がなされており，本県における近年の

漁獲量も低迷していることから，今後，資源の維持・増大を図るため，ヒラメさし網漁業にお
いては，公的資源管理措置を遵守するほか，自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り
組む必要がある。

・休漁
・漁具制限（網目，反数）
・種苗放流

上記で定める資源管理措置のほか，これまで海区漁業調整委員会指示（全長２５センチメー
トル以下採捕禁止）による全長制限や人工種苗の放流が行われてきており，今後ともこれらの
措置に取り組むことにより，資源の維持・増大に努める必要がある。

（参　　考）
・ヒラメの人工種苗放流実績 単位：万尾

年 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

放流尾数 5 10 19 25 43 53 81 86 110 114 91 94 96 133 95 109 110 93 100 101 99 96 94 97 83 86 80 80 91

・固定式さし網漁業の知事許可数の推移

県全体の許可数

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

鹿児島海区：全長２５センチメートル以下のヒラメの採捕禁止

402 379679 637 453581 577 627 499

※知事許可漁業のほか，共同漁業権に基づく網漁業などがある。

・ヒラメの採捕に係る海区漁業調整委員会指示

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

漁
獲
量
（
ト
ン
）

年

図８ ヒラメ漁獲量の推移（農林水産統計）
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３ キビナゴ

（１）資源及び漁獲の状況
キビナゴは，鹿児島県における重要な漁業資源の一つであり，特に北薩海域や南薩海域，熊

毛海域においては重要魚種として位置づけられる。
キビナゴは主に流網，棒受網，すくい網で漁獲されるほか，定置網で漁獲されている。漁獲

量は近年，安定しており，平成２４年漁獲量は１,６８４トンで，その約４割は県内一の産地で
ある甑島地区で漁獲されている。
また，甑島など多くの地域においては，自主的管理措置（禁漁区域の設定や網目制限など）

に取り組み，キビナゴ資源の維持・培養に努めている。

（２）資源管理目標
県全体の漁獲量は近年，１,５００～２,０００トンで安定していることから，現状維持を基本

方向として管理する。

（３）資源管理措置
＜キビナゴ流網漁業，キビナゴさし網漁業＞
キビナゴ資源は，その漁獲量から判断して近年，安定して推移しており，今後とも，この傾

向を維持するため，公的資源管理措置を遵守するほか，自主的管理措置として下記の措置に重
点的に取り組む必要がある。

【北薩，南薩，熊毛地区】
・休漁
・漁具制限（網目，反数）

【大隅地区】
・操業期間制限

上記で定める資源管理措置のほか，これまで資源管理型漁業や他漁業と組み合わせた漁業の
実践など漁獲努力量の削減に取り組んできており，今後ともこれらの取組を継続することによ
り，資源の維持・増大に努める必要がある。
なお，棒受網漁業，定置網漁業については，漁法の特性から特定魚種に限定した資源管理は

困難であるため，漁業種類別資源管理として包括的に取り組む必要があり，その具体的な取組
については，後述の内容に従うものとする。

（参　　考）

・キビナゴ流網漁業の知事許可数の推移

※知事許可漁業のほか，共同漁業権に基づく網漁業などがある。

県全体の許可数

年 元 4 7 10 13 16

169 152293 245 189

19 22 25

241 233 218 207
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図９ キビナゴ漁獲量の推移

（平成18年以前は農林水産統計，平成19年以降は水技センタ－調べ）
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４ トビウオ類

（１）資源及び漁獲の状況
トビウオは，鹿児島県における重要な漁業資源の一つであり，全国一の漁獲量を誇る。
国の資源動向調査（平成２４年度）によると，主要４魚種（ツクシトビウオ，ホソトビウオ，

ホソアオトビ，ハマトビウオ）の資源水準及び資源動向は，いずれも低位水準で，横ばい又は
減少傾向と推察される。
本県のトビウオ類の漁獲量は，平成１８年頃までは１,５００トン前後で推移していたが，そ

の後減少傾向にあり，平成２４年は９２７トンと，千トン以下に落ち込んだ。
トビウオ類は，熊毛海域，奄美南部海域では主にロープびき浮敷網，甑島海域・南薩海域・

大隅半島南部では，主に定置網で漁獲されており，なかでも熊毛海域は県漁獲量の８割を占め，
県内一の産地となっている。

（２）資源管理目標
県全体の漁獲量は，平成１９年以降やや減少傾向にあることから，１,０００トン台の維持を

基本方向として管理する。

（３）資源管理措置
＜ロープびきとび魚浮敷網漁業，すくい網漁業＞
トビウオ資源は，その漁獲量から判断して，近年，減少傾向にあることから，公的資源管理

措置を遵守するほか，自主的管理措置として下記の措置にさらに重点的に取り組む必要があ
る。

・休漁

（参　　考）

22 25

68 38 26 21

・ロープびきとび魚浮敷網漁業の知事許可数の推移

※知事許可漁業のほか，共同漁業権に基づく網漁業などがある。

県全体の許可数

年 元 4 7 10 13 16

29 1677 65 31
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図１０ トビウオ漁獲量の推移
（平成18年以前は農林水産統計，平成19年以降は県水技センター調べ）
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５ マチ類

（１）資源及び漁獲の状況
マチ類（「マチ」とは沖縄県で，アオダイ，ヒメダイ，オオヒメ，ハマダイなどを指す。鹿

児島県においては，ムツ，キンメダイ，メダイなどを含めた｢瀬物類｣という呼称が一般的）は，
鹿児島県においては，南西諸島海域に分布する熱帯系の魚であり，重要な漁業資源の一つであ
る。
国の資源評価（平成２６年度）によると，マチ類全体の資源水準は低位，資源動向はアオダ

イ，ヒメダイ及びオオヒメは横ばい，ハマダイは増加となっている。
本県においては，マチ類は一本釣により漁獲されており，鹿児島市中央卸売市場におけるマ

チ類取扱量は，昭和６３年には８３２トンを超えていたが，その後年々減少し，平成２４年は
１５４トンと低迷している。
平成１７年に策定された南西諸島海域マチ類資源回復計画及び平成２４年１月からの南西諸

島海域マチ類広域資源管理方針に基づき，現在も，沖縄県と連携してマチ類資源の維持・回復
に取り組んでいるところである。

（２）資源管理目標
マチ類資源は，その漁獲量（鹿児島市中央卸売市場取扱量）から判断して，低位・横ばいで，

減少傾向にあることから，産卵親魚や小型魚の保護等を行うことにより資源の減少傾向を食い
止め，現状の資源水準を維持することを目標とする。

（３）資源管理措置
＜瀬物一本釣漁業＞
マチ類資源の維持・回復を図るため，南西諸島海域マチ類資源回復計画で取り組んできた措

置（保護区，小型魚の保護）に加え，引き続き自主的管理措置として，下記の措置に重点的に
取り組む必要がある。

・休漁
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図１１ マチ類漁獲量の推移（鹿児島市中央卸売市場取扱量）
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６ スジアラ

（１）資源及び漁獲の状況
スジアラは，奄美海域における重要な漁業資源であり，主に一本釣や素潜で漁獲されている。
奄美群島におけるスジアラ漁獲量は平成１０年前後は１０トンを上回っていたが，近年６ト

ン前後で推移し，減少傾向にある。
また，高価格で取引される高級魚であることなどから，平成６年からは，人工種苗の放流を

行うとともに，平成１８年からは，自主的な資源管理（漁獲サイズ規制）に取り組むなどスジ
アラ資源の維持・培養を図っているところである。

（２）資源管理目標
スジアラの資源水準は，その漁獲量から判断して低位にあると推察されることから，資源水

準の向上を基本方向として管理する。

（３）資源管理措置
＜一本釣漁業，スジアラ素潜漁業，潜水器漁業＞
スジアラ資源の維持・回復を図るため，これまで人工種苗の放流を行うとともに，奄美大島

地域においては，自主的な資源管理（８００ｇ以下の漁獲禁止や保護区）を行ってきた。
今後ともこれらの取組を継続することとし，自主的管理措置として下記の措置に重点的に取

り組む必要がある。

・漁獲サイズ制限
・操業区域制限
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図１２ 奄美群島におけるスジアラ漁獲量の推移（県大島支庁調べ）

（参　　考）

・スジアラの人工種苗放流実績
単位:尾

年 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

放流尾数 616 2,140 683 4,203 483 7,825 26,036 22,000 30,900 14,500 54,000 16,800 18,800
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７ イセエビ類

（１）資源及び漁獲の状況
イセエビ類は，鹿児島県における重要な漁業資源の一つであり，岩礁域に生息するイセエビ，

カノコイセエビ及びシマイセエビの３種が漁獲対象となっている。
このうち，イセエビは主に本土周辺に分布しており，他の２種は主にトカラ列島や奄美群島

に分布する暖海性のイセエビである。
イセエビ類は，熊毛以北の海域ではさし網により漁獲され，奄美海域においては，そのほと

んどは素潜で漁獲されている。
本県のイセエビ類漁獲量は，昭和６３年は１０１トン，その後減少し，平成１２年には６４

トンまで落ち込んだ。その後回復し，平成１８～２１年には９０トン以上の漁獲があったが，
以後再び減少し，平成２４年は７７トンの漁獲量となっている。

（２）資源管理目標
漁獲量は横ばいで推移していることから，現状の漁獲量維持を基本方向として資源管理を行

う。

（３）資源管理措置
今後ともイセエビ資源の維持・回復を図るため，当該漁業においては，公的資源管理措置を

遵守するほか，自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

＜イセエビさし網漁業＞
・休漁
・漁具制限（網目，反数制限）

＜イセエビ素潜漁業＞
・休漁

上記で定める資源管理措置のほか，操業海域によっては，これまで操業区域制限に取り組ん
できており，今後ともこれらの取組を継続することにより，資源の維持・増大に努める必要が
ある。

（参 考）
・さし網による漁獲は，共同漁業権に基づく網漁業による。
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図１３ イセエビ類漁獲量の推移（農林水産統計）
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８ クロマグロ

（１）資源及び漁獲の状況
クロマグロは，鮮魚として水揚げされるほか，全国一の生産量を誇るクロマグロ養殖の種苗

として利用されており，鹿児島県における重要な漁業資源の一つである。
北太平洋まぐろ類国際科学委員会が実施しているクロマグロの資源評価結果（平成25年度）

によると，太平洋クロマグロの現在の資源状態は，1952～2012年における推定資源量の最
低レベルに近く，資源水準は低位，資源動向は減少となっている。これは，近年の親魚資源の
減少，未成魚を中心に漁獲圧が増加していること等によるものと考えられている。現在の資源
状況を改善するため，2014年12月に開催された中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）で
は，30キロ未満の小型魚の漁獲量を2002～2004年の平均水準から半減させること，30キ
ロ以上の大型魚の漁獲量を2002～2004年の平均水準に制限することが合意された。
鹿児島県では，小型魚が主にひきなわ，一本釣，定置網で漁獲されている。主産地の南薩及

び甑島における漁獲量は平成10年には８トン弱であったが，しだいに増加し，平成17年には
313トン以上という記録的な豊漁となった。しかしその後は減少に転じ，平成24年は22トン
弱の漁獲にとどまっている。

（２）資源管理目標
クロマグロ資源は，低位・減少であることから，小型魚の保護を行うことにより資源の減少

を食い止め，資源量を回復させることを目標とする。

（３）資源管理措置
＜沿岸くろまぐろ漁業（ひきなわ・一本釣等）・定置網漁業＞
クロマグロ資源の回復を図るため，当該漁業においては，公的資源管理措置を遵守するほか，

自主的管理措置として，下記の強度の資源管理に重点的に取り組む必要がある。

・休漁（強度資源管理）
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図14 南薩地区及び甑島におけるクロマグロ小型魚の水揚量
（県水産技術開発センタ－調べ）
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【漁業種類別資源管理】

１ まき網漁業

（１）漁獲の状況
まき網漁業は，鹿児島県の沿岸から沖合の海域を操業海域とし，主にＴＡＣ制

度（漁獲可能量制度）による指定魚種のマアジ，サバ類（マサバ・ゴマサバ）及
びマイワシを漁獲対象としている。
マアジは，平成５年から平成１０年までは１５,０００トンを上回っていたが，

その後急減し，平成１１年以降は５,０００トンを下回っている。
サバ類は，年によって漁獲量の変動が大きく，平成２４年は１５,７００トンで

ある。マイワシは，資源量が極めて低い水準にあり，平成８年以降ほとんど漁獲
されていない。現在，ＴＡＣ制度によるマイワシ漁獲割当量は，若干量となって
いる。
まき網全体の漁獲量は，マイワシの漁獲量が激減した平成８年以降減少し，平

成１４年には１万１千トンまで落ち込んだが，その後増加傾向にあり，平成２４
年は，２万９千トンとなった。
なお，近年（平成２２～２４年の過去３カ年）におけるまき網漁業のＴＡＣ枠

消化率（平均値）は，マアジ２７％，サバ類７３％であり，平成２５年は，マア
ジ２２％，サバ類５３％となっている。

（２）資源管理措置
まき網漁業は，機動性の高い漁業であり，対象魚種も多種多様であることから，

魚種別に資源管理することは困難であり，まき網漁業として一括して管理するこ
とが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくためには，公的資源管理を遵守するほか，

「日本海西部・九州西海域マアジ（マサバ・マイワシ）広域資源管理方針（平成
24年２月１３日作成）」に基づき取り組んでいる下記の措置を引き続き自主的管理
措置として重点的に取り組む必要がある。

・操業期間制限

（参　　考）

・まき網漁業の知事許可数の推移

中型まき網

年 元 4 7 10 13 16

17 1641 42 17

19 22 25

32 29 19 17

小型まき網 24 22 32 22 24 14 14 14 9
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図１６ マアジ漁獲量の推移（県水技センター調べ）
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図１７ サバ類漁獲量の推移（県水技センター調べ）
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図１８ マイワシ漁獲量の推移（県水技センター調べ）
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図１５ まき網漁業の生産量の推移（農林水産統計）
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２ 小型機船底びき網漁業

（１）漁獲の状況
小型機船底びき網漁業は，鹿児島県西薩・南薩の沖合海域，鹿児島湾内や志布

志湾内外の海域を操業海域とし，このうち西薩・南薩の水深４００メートル前後
の沖合海域においては，ヒゲナガエビや底魚等，鹿児島湾内の水深２００メート
ル前後の海域においては，ナミクダヒゲエビや底魚等，志布志湾内外の水深１２
０メートル前後までの海域においては，ハモ，エビ類や底魚等などを漁獲対象と
している。
漁獲量は，平成元年頃には１,５００トンを超えていたが，その後多少の増減は

あるものの漸次減少し，平成１９年以降は６００トン前後で横ばい傾向にある。

（２）資源管理措置
小型機船底びき網漁業は，海底を一定時間曳網して操業するものであり，漁獲

される魚種は多種多様であることから，魚種別に資源管理することは困難であり，
小型機船底びき網漁業として一括して管理することが適当である。
操業海域によっては，これまで操業回数規制（１日当たりの投網回数を制限）

が行われてきており，今後ともこの取組を継続することにより，資源の維持・増
大に努める必要があるが，持続的に資源を利用していくには，公的資源管理を遵
守するほか，自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁
・操業期間制限
・漁具制限（網目）

（参　　考）

・小型機船底曳びき網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

カ コ 甑 （ 西 薩 海 域 ） 41 34 30 28 24 22 21 20 20

カ コ 南 （ 南 薩 海 域 ） 11 9 8 20 16 12 11 7 7

カ コ 鹿 （ 西 薩 海 域 ） 158 147 132 84 76 63 56 47 44
カコ志（志布志湾内外海
域 ）

40 40 34 31 29 25 20 18 15
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図１９ 小型機船底びき網漁業の生産量の推移（農林水産統計）
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図２０ 小型機船底びき網漁業の魚種別生産量の推移
（農林水産統計，平成19年以降エソ類，ハマの分類なし）
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３ 機船船びき網漁業（バッチ網漁業）

（１）漁獲の状況
機船船びき網漁業は，鹿児島県八代海域，薩摩川内市から西薩地域にかけての

沿岸海域や志布志湾沿岸海域を操業海域とし，シラス（カタクチイワシの稚仔魚）
を漁獲対象としている。
シラスの漁獲量は，平成１０年までは４,０００～５,０００トンで推移していた

が，その後は２,５００～８,０００トン程度の間で大きく変動しており，平成２４
年は３,０３７トンの漁獲量となっている。

（２）資源管理措置
バッチ網漁業は，シラスを漁獲対象としているものの他の魚種の混獲があるこ

とから，魚種別に資源管理することは困難であり，機船船びき網漁業として一括
して管理することが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくには，公的資源管理を遵守するほか，自主

的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁

（参　　考）

・機船船びき網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

八代海域～西薩海域 21 23 27 24 24 24 24 24 24

志 布 志 湾 16 16 16 15 14 14 14 14 14
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図２１ カタクチイワシ（シラス）漁獲量の推移（農林水産統計）
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４ ごち網

（１）漁獲の状況
ごち網漁業は，鹿児島県八代海域，北薩海域や西薩海域などの沿岸域を操業海

域とし，主にマダイ，イカ類，ハモ，エソ類等を漁獲対象としている。
漁獲量は，近年，横ばいとなっているが，重要魚種のマダイについては，人工

種苗の放流等を長年実施して資源の維持・培養に努めているところである。

（２）資源管理措置
ごち網漁業は，沿岸海域で営まれる機動性の高い漁業であり，漁獲される魚種

別に資源管理することは困難であり，ごち網漁業として一括して管理することが
適当である。
今後，持続的に資源を利用していくには，公的資源管理を遵守するほか，自主

的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁
・操業期間制限
・漁具制限（網目）
・種苗放流（マダイ）

（参　　考）

・ごち網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25
八代海域～西薩海

域
291 291 280 229 200 181 168 156 141

その他 19 13 11 10 10 8 8 5 5
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図２３ ごち網漁業の魚種別生産量の推移
（平成１８年以前は農林水産統計，平成１９年以降は県水技センター調べ）

エソ類 マダイ イカ類 チダイ・キダイ ハモ その他
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図２２ ごち網漁業の生産量の推移（農林水産統計）

（平成18年以前は農林水産統計，平成19年以降は県水技センター調べ）
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５ さし網漁業（ヒラメ及びイセエビ類以外を対象とするもの）

（１）漁獲の状況
さし網漁業は，県内各地で営まれており，沿岸から沖合の海域においてはタイ

類，アジ・サバ類や大型回遊魚のバショウカジキ類など，種子島沖やトカラ海域
などにおいては，深海部のメダイなど瀬物類を漁獲対象としている。
漁獲量は，近年，減少傾向にある。

（２）資源管理措置
さし網漁業は，沿岸から沖合の海域にかけて多種多様な魚類等を漁獲対象とし

ていることから，魚種別等に資源管理することは困難であり，さし網漁業として
一括して管理することが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくためには，公的資源管理を遵守するほか，

自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁
・操業期間制限
・漁具制限（網目，反数）

（参　　考）

・固定式さし網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

県全体の許可数 679 637 581 577 527 499 475 424 379

※知事許可漁業のほか共同漁業権に基づく網漁業がある。
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図２４ さし網（ヒラメ，イセエビ類を除く）漁業の生産量の推移（農林水産統計）
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図２５ さし網漁業の魚種別生産量の推移（農林水産統計）

※平成21年以降のキビナゴは県水技センター調べ（さし網以外の量も含む）

キビナゴ バショウカジキ タイ類 アジ類 その他
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６ 棒受網漁業

（１）漁獲の状況
敷網漁業のひとつである棒受網漁業は，鹿児島県八代海域～南薩海域，大隅海

域を操業海域とし，主に回遊性のイワシ類，ソウダガツオ類やキビナゴを漁獲対
象としている。
棒受網漁業の主要水揚港である阿久根漁港の水揚量は，平成８年に１,５００ト

ンを下回ったが，その後，増減を繰り返し，近年はカタクチイワシの水揚げ増に
より増加傾向にある。

（２）資源管理措置
棒受網漁業は，機動性の高い漁業であり，漁獲される魚種が多いことから，魚

種別に資源管理することは困難であり，棒受網漁業として一括して管理すること
が適当である。
今後，持続的に資源を利用していくには，公的資源管理を遵守するほか，自主

的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁

（参　　考）

・棒受網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

八代海域～南薩海域 75 73 61 55 51 47 42 39 34

大隅海域 6 4 2 5 5 7 7 5 7
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図２６ 棒受網漁業の生産量の推移（阿久根漁港，県水技センター調べ）
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図２７ 棒受網漁業の魚種別生産量の推移（阿久根漁港，県水技センタ－調べ）
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７ 追込網漁業

（１）漁獲の状況
追込網漁業は，奄美群島の沿岸海域で営まれており，独特な潜水漁法によりス

ズメダイ類やクマササハナムロ等を漁獲対象としている。
奄美群島全体の漁獲量は明らかではないが，追込網漁業が最も盛んな奄美大島

南部地域における漁獲量は，平成１６年頃に一時的に増加したものの，近年は減
少傾向にある。

（２）資源管理措置
追込網漁業は，その漁法上，多種多様な魚種を漁獲対象とすることから，魚種

別に資源管理することは困難であり，追込網漁業として一括して管理することが
適当である。
これまで操業規制（保護区，禁漁区）が行われてきており，今後ともこれらの

取組を継続することにより，資源の維持・増大に努める必要があるが，持続的に
資源を利用していくためには，公的資源管理を遵守するほか，地域ごとにまとま
った自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁

（参　　考）

・追込網漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

県全体の許可数 21 16 19 21 14 17 30 25 17
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図２８ 追込網漁業の生産量の推移（奄美大島南部地域の漁協事業報告より）
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８ せん漁業（かご漁業，つぼ漁業）

（１）漁獲の状況
・かご漁業は，かご網を使用した漁業で県内各地で営まれており，沖合を回遊す
るサバフグ，地先資源のメジナ・ブダイ・イカ類・タコ類やバイ，アサヒガニな
どを漁獲対象としている。
県全体の漁獲量は，平成１２年頃は４００トンを超えていたが，その後減少し，

平成２２年には，約１４０トンまで落ち込み，減少傾向にある。

・つぼ漁業は，陶器製やプラスチック製のつぼを使用した漁業で，鹿児島県八代
海域や鹿児島湾内で営まれており，タコ類を漁獲対象としている。
たこつぼ漁業が最も盛んな長島町の漁協漁獲量は，平成１４年以降減少傾向に

あり，漁協では自主的資源管理（禁漁，小型たこ再放流など）を行い，資源の維
持・培養に努めている。

（２）資源管理措置
かご漁業やつぼ漁業は，そのほとんどが地先資源である魚類等を漁獲対象とす

る漁業であることから，魚種別に資源管理することは困難であり，せん漁業とし
て一括して管理することが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくには，公的資源管理を遵守するほか，自主

的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・操業期間制限
・漁具制限（かご数，つぼ数）

（参　　考）

・かご漁業の知事許可数の推移

年 元 4 7 10 13 16 19 22 25

県全体の許可数 199 192 241 188 161 138 110 87 79

※知事許可漁業のほか，共同漁業権に基づく，かご漁業やつぼ漁業がある。
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図２９ かご漁業の生産量の推移（県水技センター調べ）
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図３０ 東町漁協のたこつぼ漁業の生産量の推移（県水産技術開発センター調べ）
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９ 定置網漁業

（１）漁獲の状況
定置網漁業（大型定置網，小型定置網，ます網等）は，主に甑島海域，南薩南

部海域や大隅東部海域において営まれており，マアジ，サバ類やイワシ類に加え，
沿岸域を来遊するブリ類やカツオ・マグロ類，イカ類などを漁獲対象としている。
漁獲量は，平成２年には約２万トンあったが，その後減少し，平成７年には１

万トンを割り込み，低位・横ばいで推移している。

（２）資源管理措置
定置網漁業は，長期間にわたって一定の漁具を固定して操業するものであり，

漁獲される魚種は沿岸魚から回遊魚まで多種多様であることから，魚種別に資源
管理することは困難であり，定置網漁業として一括して管理することが適当であ
る。
今後，持続的に資源を利用していくためには，公的資源管理を遵守するほか，

自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・操業期間制限（網揚げをともなうもの）
・漁具制限（網目）
・種苗放流（マダイ，ヒラメ）
・漁場の整備（産卵場造成）

（参　　考）

・定置漁業権（大型定置）の免許数の推移

年 63 5 10 15 20 25

定置漁業権 35 30 36 32 31 30

※知事免許のほか，知事許可小型定置網漁業（H25.3月末現在許
可数：4件）や共同漁業権に基づく定置網漁業がある。
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図３１ 定置網漁業の漁業生産量の推移（農林水産統計）
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図３２ 定置網漁業の魚種別生産量の推移（農林水産統計）
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１０ 一本釣漁業

（１）漁獲の状況
一本釣漁業は，県内各地で様々な魚種を対象に営まれており，沿岸海域におい

ては，マダイ，アジ類，サバ類，イカ類やブリ類など，熊毛海域，トカラ列島周
辺海域や奄美海域においては，主に回遊性のマグロ・カツオ類や深海部のアオダ
イ，ハマダイ，メダイなどの瀬物類を漁獲している。
また，近年は，沖合に設置された浮魚礁でカツオ・マグロを対象とした一本釣

漁業や，奄美海域においてはソデイカを対象とした一本釣漁業などが行われてい
る。
漁獲量は，近年，減少傾向にあるが，重要資源のマダイやヒラメについては，

人工種苗の放流等を長年実施して資源の維持・培養に努めている。

（２）資源管理措置
一本釣漁業（自由漁業）は，沿岸から沖合の海域にかけて多種多様な魚類を漁

獲対象とすることから，魚種別に資源管理することは困難であり，一本釣漁業と
して一括して管理することが適当である。
操業海域によっては，これまで種苗放流（マダイ，ヒラメ）や，漁場の整備（産

卵場造成）が行われてきており，今後ともこれらの取組を継続することにより，
資源の維持・増大に努める必要があるが，持続的に資源を利用していくためには，
一定の地域ごとにまとまった自主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り
組む必要がある。

・休漁
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図３３ 一本釣漁業の漁業生産量の推移（農林水産統計）
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図３４ 一本釣り漁業の魚種別生産量の推移（農林水産統計）

マダイ アジ類 サバ類 イカ類 ブリ類 マグロ類 カツオ その他

23



１１ はえなわ漁業

（１）漁獲の状況
はえなわ漁業は，県内各地で様々な魚種を対象に営まれており，沿岸海域にお

いてはタイ類，アマダイ類，フグ類，ハモなど，沖合の深海域においてはキンメ
ダイ，ムツ，メダイなどの瀬物類，また，種子島や奄美群島の沖合海域において
は，回遊魚のビンナガ・メバチ・キハダを漁獲対象としている。
漁獲量は，近年，減少傾向にあるが，重要魚種のマダイについては，人工種苗

の放流等を長年実施して資源の維持・培養に努めている。

（２）資源管理措置
はえなわ漁業（自由漁業）は，沿岸から沖合の海域にかけて多種多様な魚類を

漁獲対象とすることから，魚種別に資源管理することは困難であり，はえなわ漁
業として一括して管理することが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくためには，一定の地域ごとにまとまった自

主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁
・漁具制限（鉢数，針数）
・種苗放流（マダイ）
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図３５ はえなわ漁業の生産量の推移（農林水産統計）
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図３６ はえなわ漁業の魚種別生産量の推移（農林水産統計）

ビンナガ メバチ キハダ タイ類 アマダイ フグ類 ハモ その他
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１２ ひきなわ漁業

（１）漁獲の状況
ひきなわ漁業は，県内各地で回遊性の魚類を対象に営まれており，沿岸から沖

合にかけて，主にマグロ・カツオ類やサワラ類を漁獲対象としている。
なかでも甑島周辺から南薩沖合かけての海域においては，ヨコワ（クロマグロ

の幼魚），キハダやカツオ類，奄美海域においては，キハダやカマスサワラを対象
とするひきなわ漁業が盛んである。
漁獲量は，平成１３年には約９００トンあったが，その後増減を繰り返し，平

成１９年以降漸次している。

（２）資源管理措置
ひきなわ漁業（自由漁業）は，沿岸から沖合の海域にかけて回遊性の魚類を漁

獲対象とすることから，魚種別に資源管理することは困難であり，ひきなわ漁業
として一括して管理することが適当である。
今後，持続的に資源を利用していくためには，一定の地域ごとにまとまった自

主的管理措置として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

・休漁
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図３７ ひきなわ漁業の生産量の推移（農林水産統計）
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図３８ ひきなわ漁業の魚種別生産量の推移（農林水産統計）

マグロ類 カツオ類 サワラ類 ブリ類 その他
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１３ 採貝漁業

（１）漁獲の状況
採貝漁業の対象となっているアワビ類やトコブシは重要な磯根資源であり，ア

ワビは甑島において，トコブシは種子島において漁獲されている。
アワビ類漁獲量は，昭和６３年には１４トンあったが，平成２４年には２トン

まで減少しており，漁獲量から判断してアワビ類資源は低位・横ばいの水準にあ
ると推察される。
また，種子島におけるトコブシ漁獲量は，平成元年には約４４トンあったが，

平成２４年には３．9トンまで減少しており，漁獲量から判断してトコブシ資源は
低位・横ばいの水準にあると推察される。
これら資源については，人工種苗の放流を行うとともに，公的資源管理を上回

る自主的資源管理（漁獲サイズや操業期間の制限）を行い，資源の維持・培養を
図っている。

（２）資源管理措置
アワビ類やトコブシの漁獲量は，低位・横ばいで推移しており，今後，持続的

に資源を利用していくためには，公的資源管理を遵守するほか，自主的管理措置
として，下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【甑島地区】 【熊毛地区】
・操業期間制限 ・操業期間制限
・漁獲量制限（地区全体上限設定） ・漁獲サイズ規制
・種苗放流（アワビ類）
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図３９ アワビ類漁獲量の推移（農林水産統計）
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図４０ 種子島におけるトコブシ漁獲量の推移（県熊毛支庁調べ）

（参　　考）
アワビ・トコブシの人工種苗放流実績
アワビ人工種苗放流実績（甑島） 単位：千個

年 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

放流個数 30 12 18 29 111 110 54 89 178 163 98 160 190 201 183 125 97 88 84 80 80 80 80 80 80 80

トコブシ人工種苗放流実績（県熊毛支庁調べ） 単位：千個

年 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

放流個数 300 290 498 290 340 340 312 556 212 206 261 221 216 176 526 600 600 600 495 390 325 225 130 220 170 200
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第３ その他

（１）履行確認について
本資源管理指針に従い，関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には，同計画に記

載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履行することが必要であるため，鹿児
島県資源管理協議会は，別紙に記載する手段を用い，その履行を適切に確認することとし，
各関係漁業者は，本協議会の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。
さらに，各関係漁業者は，休漁期間中も含め，種苗放流や漁場整備などの取組に積極的に

参加し，資源の増大に努めるとともに，水質の保全，藻場及び干潟の保全及び造成，森林の
保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要がある。

（２）その他
本指針に記載している資源管理措置以外に，漁業者が自主的に行っている資源管理，種苗

放流，漁場環境保全活動等についても引き続き実施するものとする。
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別紙

資源管理措置 履行確認手段

休漁 ・漁協等仕切伝票（漁協等水揚状況データを含む），操業日誌

操業期間制限 ・漁協等仕切伝票（漁協等水揚状況データを含む），操業日誌

漁獲量制限 ・漁協等仕切伝票（漁協等水揚状況データを含む），操業日誌

・漁協仕切伝票（銘柄分類）

・市場開設者の確認証明

漁具制限 ・漁具写真

操業区域制限 ・操業日誌，地区代表の確認証明

種苗放流 ・証拠書類（写真，経費）

漁場の整備 ・証拠書類（写真，経費）

漁獲サイズ制限

資源管理措置の履行確認手段について

　各漁業者の行う資源管理措置の履行確認にあたっては，下記左欄の各資源管理措置
ごとに，右欄に掲げる各手段を用いることとする
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